
1 .

2 .

3 . 平成２５年度

4 .

【保有校数及び耐震化の状況等】

39 校 140 棟 棟 100 % 108 棟 9 棟

16 校 58 棟 棟 100 % 36 棟 3 棟

0 校 棟 棟 % 棟 棟

1 校 2 棟 棟 100 % 2 棟 0 棟

8 校 8 棟 棟 100 % 5 棟 0 棟

5 . 公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する目標について

（１）耐震性の確保を図る整備
6 6 校
2 1 校
1 1 校
2 1 校
4 4 校
2 1 校
1 1 校

（目標耐震化率の設定）

→

棟 7 棟 棟 →

棟 2 棟 棟 →

棟 棟 棟 →

棟 棟 棟 →

棟 棟 棟 →

（２）防犯対策など安全性の確保を図る整備

（３）教育環境の質的な向上を図る整備
3 3 校
1 1 校

（４）施設の特性に配慮した教育環境の充実を図る整備
1 1 校
1 1 校

計画名称

小学校

1

1

幼稚園

学校施設環境改善交付金事業

不適格改築 事業 中学校

高等学校

小学校

中学校

うち補強

　《施設整備計画の概要》　

事業 中学校

市川市公立学校等施設整備計画

（a）のうちS56年以
前に建設された棟

（b）
うち耐震性
のある棟

2

5

小学校

地震補強

事業　 太陽光発電

特殊教育諸学校

幼稚園

学校区分

（現状）

事業
中学校

93.6

計画作成主体

保有校等

計画期間中に耐震化を図る棟数

うち改築

市川市

計画期間

高等学校

特殊教育諸学校

中学校

事業

99.3

（目標）

　 該当事業なし

8

3 94.8 100.0

　平成１８年４月１日に施行された義務教育諸学校施設費国庫負担法の改正により、「安全・安心な
学校づくり交付金」制度が創設され、さらに平成２３年度から「安全・安心な学校づくり交付金」制度
は「学校施設環境改善交付金」制度となりました。
　この「学校施設環境改善交付金」制度は、従来の国庫補助事業に替わり、学校施設整備等を促
進するため、改築や補強、大規模改造等の耐震関連経費を中心に国が地方公共団体に対して一
括して交付金として交付する制度で、地方公共団体が作成した施設整備計画に基づいて実施する
事業に対して、事業費の一部が交付されます。

小学校

小学校

域内の公立の義務教育諸学校等施設の整備状況について

うち耐震性
の無い棟

耐震診断
実施率

域内全棟数（a）

117

39

事業
危険改築 事業 小学校

防災機能強化 事業 小学校

耐震化事業実施による耐震化率の目標（％）

中学校

事業

中学校事業

中学校
　 大規模改造（トイレ） 事業
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